
 

評価調査結果要約表 

 

1. 案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：国立大学工学部情報化対応人材育成機能強化 

分野：高等教育／情報通信 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額（評価時点）：2.2 億円 

先方関係機関：ラオス国立大学工学部 

日本側協力機関：東海大学（一部、明治大学） 

協力期間 (R/D): 2003 年 3 月 4 日 

3 年間 

2003 年 4 月 1 日～2006 年

3 月 31 日 
他の関連協力：SEED-Net、NUOL 工学部ディプロマ・プログ

ラム（1999 年～2001 年） 

１-１ 協力の背景と概要 

 先進国はもとより近隣アセアン諸国が情報技術（IT）を活かし、その経済発展を加速化してい

るのに対し、ラオスでは情報化が遅れており、他国との経済格差が一層拡大してしまうことが懸

念されている。ラオスにおける IT 対策としては、2001 年の第 7 回人民革命党大会で初めて IT 教

育の重要性がうたわれ、IT 活用により経済や国全体の活性化を図ることが明確に打ち出された。

その具体的対策として、2003 年 1 月の政策会議において「我が国（ラオス）における工業化及び

近代化実施政策」が示され、IT 分野の教育に重点を置くこと、IT を活用し通信だけでなく観光、

交通、健康、環境分野においても情報整備やアクセスを推進し、社会経済の活性化を図ることが

指示されている。 

 しかしながら、ラオスにおいて IT 業務を担うことができる人材は少なく、将来拡大するであろ

う IT 分野の運営・維持管理を牽引するのは、質的にも量的にも極めて困難であると言わざるを得

ない状況である。そのためラオス政府は、国際的な標準技術を理解し適切な技術導入を図ること

のできる人材を、政府機関、民間に供給できる教育体制を早急に整備する必要に迫られている。

ラオス国立大学（NUOL）は 1996 年、国内唯一の大学（当時）として各省庁所管の大学・専門学

校を統合する形で設立された。工学部（FE）は全体の 4 分の 1 強の学生数を擁する最大の学部で

あったが、2001 年、2002 年の卒業生のうち、IT 分野に関連する電子・電気学科において学士号

を取得した人数はわずか 50 人である。今後、ラオスにおいて効果的に IT 分野の人材育成を図る

ためには、短期間かつ効率的に学士号レベルの人材の育成体制を整備する必要がある。 

 これらを踏まえ、ラオス政府から日本に対し、ラオス国立大学工学部の IT 分野の学士課程に対

する技術協力実施の要請がなされ、2003 年 4 月から協力が開始された。 

 

１-２ 協力内容 

（１）上位目標 

 工学部が情報化人材を有効に輩出し、政府や工業部門の人材ニーズを補完することができるよ

うになる。 

 

（２） プロジェクト目標 



 

 工学部が IT 分野の学士課程コースを運営できるようになる。 

 

（３） 成果 

1. IT 分野の学士課程コースが準備され、社会のニーズに合致するように開発される。 

2. 電子学科の設備、資機材の管理能力が向上する。 

3. IT プログラムのための調達が適切に実施されている。 

4. IT 分野での講師が多数任命され、当該コースのために訓練される。 

5. IT 科目に関するラオス語の指導マニュアルや教科書、用語集が工学部スタッフにより用意さ

れ、開発される。 

6. 学事運営が適切に実施される。 

7. 工学部講師の IT 分野と IT 分野関連の調査研究能力が強化される。 

 

（４）投入（評価時点） 

 日本側： 

 長期専門家派遣：１人、32 人月分 

 機材供与：0.22 億円 

 短期専門家派遣：日本人 14 人計 27.37 人月分、第三国専門家 104 人、計 154.6 人月分 

 ローカルコスト負担：438,377 米ドル（日本円換算で 5210 万円1) 

 研修員受入：日本研修 5 人（2004 年）、第三国研修 32 人（2003 年）、45 人（2004 年） 

 相手国側： 

 カウンターパート配置：のべ 27 人  

 土地・施設提供： 

   研究室、設備に必要な安全の確保、専門家用オフィス、コンピュータ用教室、クラスルー

ム 

 ローカルコスト負担：124,075,000 ラオスキープ（日本円換算で約 148 万円2） 

  

 2. 評価調査団の概要 

調査者 ラオス側： 

 サイコン・サイナシン教授 プロジェクトディレクター, ラオス国立大学副学長

 カンプイ・スシソンバス教授 プロジェクトマネージャー ラオス国立大学工学部

副学部長 

日本側： 

 池田修一 総括 JICA ラオス事務所次長 

 富田洋行 高等教育 JICA ラオス事務所 

 安達裕章 計画評価 JICA ラオス事務所 

                                            
1 USD 1 = JPY 118.86 2005 年 11 月現在で換算。 
2 1 ラオスキープ = 0.01189 日本円（2005 年 11 月現在） 



 

 添川瑞乃 評価分析 アイ・シー・ネット株式会社 

調査期間  2005 年 11 月 9 日～2005 年 11 月 28 日 評価種類： 終了時評価 

 

3. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）で設定された 7 つの成果の状況と指標の

点で、プロジェクト目標はおおむね達成されたが、いくつかの点ではさらなる取り組みが必

要である。成果 1 と 3 は達成された。成果 2 については向上が見られたが、機材維持管理能

力の今後の定着度が重要。成果 4 は改訂カリキュラムで追加された新 5 科目に関する訓練が

未実施。成果 5 は指導教材・教科書ともに半分程度の完成率。成果 6 はプロジェクト期間内

の運営全般が滞りなく実施されその内容はおおむね生徒側の評判も良いが、これら運営スキ

ルのカウンターパート（C/P）側への定着が課題。成果 7 は、実質的な研究活動が 2005 年か

らの開始となり、現時点で研究グループが組織化された状況であり、実質的な研究能力の向

上には至っていない。 

 

３-２評価結果の要約 

（１）妥当性 

ラオスの国家政策、日本の ODA 政策、ラオス社会ニーズなどに整合しており、全般的に高

い妥当性を示した。IT の積極的活用と市場経済化に資する人材育成の重要性を明記したラオス

5 カ年国家社会経済開発計画（SEDP,2001-2005 年）と本件は合致しており、また、日本の ODA

政策として、対ラオス国別事業戦略の中期目標 5 分野の 2）民間セクター活性化に整合してい

る。ラオス社会への妥当性という点では、ラオスではネットワーク技術やデータベース、イン

ターネットなどに特にニーズがあるが、本件のコースカリキュラムと一致している。一方、コー

ス運営の自立発展性を担保するための投入が十分に考慮されていないなどプロジェクト目標

の達成を阻害する要因があったり、PDM の一部にロジックの乱れが含まれた成果や指標が見ら

れたりするなど改善が必要であった。 

 

 （２）有効性 

 全体的にはプロジェクト目標を達成する見込みは高い。IT 分野の学士課程コース（IT ブリッ

ジコース）としてのカリキュラム開発・導入、機材等による環境整備、講師の能力向上を組み

合わせたアプローチによる、IT ブリッジコースの運営が円滑に行われているところであり、

80％以上の卒業合格率によって 61 人の学士を輩出（グループ B は 2006 年 1 月卒業予定）して

いる。しかし、PDM 指標の設定に質的な面を欠いていた点、学事運営能力向上には重きが置か

れなかった点、当初カリキュラムがラオスの IT 人材ニーズを反映しきれていなかった点などが

プロジェクト目標達成に影響を与えている。また留学などにより、C/P がプロジェクト内に残

ることを規定した外部条件が満たされず、プロジェクト進捗に影響を与えた面がある。 

 



 

（３）効率性 

投入から成果への転換という意味で本プロジェクトは効率的であった。日本人長期専門家 1

人が全体総括の役割を果たし、日常の技術移転は言語的な障害の少ないタイからの第三国専門

家派遣により実施。一方、高度な技術移転は東海大学への業務委託というすみ分けを行って、

技術移転の効率性を高めた。加えて、アセアン工学系高等教育開発ネットワーク（SEED-Net）
3プロジェクトでは工学部教官の能力強化のための協力が行われており、SEED-Net で育成され

た教官が本プロジェクトの C/P として携わるなどの相乗効果も効率性の発現に貢献している。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトはラオス社会へ大きな正のインパクトを与えている。1）NUOL へ IT 人材を

輩出し、学内の IT 知識の拡大に貢献、2）ラオスの政府機関とビジネス界の IT 人材需給のギャッ

プを即効的に解消する人材を供給（職場で必要とされる IT スキルを習得した在学生・卒業生が

所属先に戻り、すぐに IT スキルを業務に役立てることが可能）、3）プロジェクト外へのイン

パクトとして工学部が入学者選考プロセスに本プロジェクトで採用された手法を活用、4）コー

スが現状の質を維持し存続されれば、継続的に IT 分野の人材を輩出でき、人材ニーズに応える

という上位目標の達成が見込まれる。 

 

（５）自立発展性 

一般的に高等教育の機能強化支援には時間を必要とする。高等教育支援のなかでは 3 年とい

う短期間で、かつ限定的な投入で実施された本プロジェクトは、現時点で、その自立発展性に

いくつかの課題を残した。国家政策、教育省や NUOL の方針ではコース存続の必要性は明らか

になっており、コースの 4 期生となる学生を 2005 年に採用したことから、少なくとも 2008 年

のその学年の卒業まではコースは維持される。しかし、工学部はコース運営に必要な財源確保

ができておらず、機材維持、カリキュラム改訂や教材開発、講師研修などへの日本側による活

動支援が終了することで、機材が老朽化しカリキュラム・教材が技術の進歩に合わせて改訂さ

れないなど、これまで高い評価を得てきた「コースの質」の維持が困難になる恐れがある。ま

た、ラオス側スタッフが日常の学事運営を自立して行うまでに技術移転されていない。さら

に、業務過多や外国人専門家の目が離れることによる C/P のモラルの低下が懸念される。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

1. 多様な方法を組み合わせてプロジェクトが計画され、高い効率性の発現に寄与した。 

日本人長期専門家 1 人の派遣、隣国タイの第三国専門家の活用、日本の大学への業務委

託による専門技術面の支援実施、JICA-Net の活用による日本人専門家不在時の遠隔講義の

実施。 

2. 他案件とのシナジー効果を得て、IT 人材育成の効果を高めた。 

                                            
3 http://www.seed-net.org/index.php 



 

SEED-Net との相互補完関係（工学部スタッフを修士・博士課程へ派遣、ネットワーク大

学から調査研究向け指導者の招聘）、ロボットコンテストへの参加による技術・知識の醸

成。 

3. 前案件から継続するネットワークを活用した適切な専門家の派遣などがスムーズなプロ

ジェクト進捗に貢献した。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

1. 入学者について、高等ディプロマを保有し、関連分野の基礎知識を持つ NUOL 職員や関連

政府機関・企業社員に限定したことが、IT 人材の効率的な輩出に貢献した。学士号取得

後、大学、政府、企業で習得した技術をすぐに実務に活用でき、効果的にラオス社会にイ

ンパクトを与えた。 

2. 当初カリキュラムが IT 人材ニーズを十分に反映していないと認識後、迅速にカリキュラム

改訂を行い、妥当性を高めた 

3. 熱心な C/P が多数存在し、各自が活動計画（PO）に従いモニタリング体制も確立された 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１） 計画内容に関すること 

1. PDM で、投入・期間からみて実現困難に思われるプロジェクト目標が設定された。 

2. PDM と本プロジェクトで目指す目標についてメンバー間での共通理解が弱かった。  

3. 学事運営能力の向上に関する活動は 7 つの成果のうちの 1 つとして位置づけられ、学事運

営の重要性が十分に考慮されなかった。 

4. PDM で質的な側面を保証する指標が含まれなかった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

1. 当初作成のカリキュラムがラオスにおける IT 人材ニーズを十分に反映していない部分があ

り、改訂したが、その有効性はプロジェクト期間中に確認できない。 

2. ラオス側スタッフ 1 人当たりの授業数や活動が過多になり、調査研究能力向上のための活

動を確保できず、活動開始が 2005 年となったことで調査研究能力の向上が十分に図れな

かった。 

3. 指導教材や教科書のラオス語訳の作成が想定以上に困難で遅延していることから、プロ

ジェクトとして十分に活用できなかった。 

 

３-５ 結論 

本プロジェクトはラオス・日本両国の政策面で高い妥当性を示し、「工学部が IT 分野の学士

課程コースを運営できるようになる」というプロジェクト目標を達成する見込みも高い。本プ

ロジェクトはラオス国内で IT 分野の学士を輩出する初めての試みながら、プロジェクト終了時

までに IT ブリッジコースは 60 人以上の IT 学士を輩出することに成功している。限定的なプロ



 

ジェクト期間と投入にもかかわらず高い効率性を発揮し実績を出しており、すでにいくつもの

ラオス国内関係機関からそのインパクトは高く評価され、小さいながらも確実にラオスの IT

人材育成の萌芽は発現してきている。本プロジェクトの効果である「コースの質」を維持する

うえでの自立発展性にいくつかの課題を残しているが、今ここでプロジェクトが中止になる

と、その効果はしだいに消失していってしまう懸念がある。よって、今後コースの継続はラオ

ス社会ニーズへの対応として強く望まれている。 

 

３‐６ 提言 

（１）IT ブリッジコースの自立発展性を確実にするために 2006 年 3 月までの間に本プロジェ

クトに対して技術と運営の両面について何らかの対処をしておく必要がある。全般的には以下

の点が求められる。 

1) 2006 年 3 月までにプロジェクトによって対応が必要な事項の実施をスケジュール化する。 

2) 専門家が IT ブリッジコース運営のために日常的に行ってきた業務内容を明確化する。 

3）IT ブリッジコース運営に必要な知識をラオス側メンバーへ完全に技術移転する。 

4）財政面での問題に対処する代替案を検討してコースの質を維持する体制を構築する。 

5）2006 年 4 月以降にはコース運営を行うという自覚をもち準備する。自立発展性を担保する

方策として、特に財政面では、教育指導と調査研究、資機材の状態を現状のレベルに維持するよ

う必要な収入を得る独自の代替案を検討しておくことが強く求められる。そのために、例えば、

ラオスの工業セクターを担うラオ電気通信公社（ETL）やラオテレコム（LTC） とともに産官

学での共同研究を実施したり、コース収入の増加を目指して適切な範囲で学費をアップしたり、

学事活動の参加者に自費負担を求めたりすることなども一案である。技術面では、NUOL 講師

に教育指導能力面での刺激を与え講義の質を維持するためにも、外部からの客員講師の招聘など

が考えられる。 

 

 （２）上記のラオス側の取り組みを支える意味で、JICA 側も引き続き支援協力が求められる。 

 

３-７ 教訓 

（１）学事運営面の重要性 

限定的な投入に基づく高等教育案件でも、学事運営に関する活動を明確に定義し、プロジェ

クト開始当初から、積極的に取り組まなければ、プロジェクトの効果や自立発展性を担保で

きない。本プロジェクトでは資源配分の制約からまずは即効的に人材輩出を目指したが、結

果としてコース運営を存続させその効果を維持させるために学事運営面での強化が必要だと

いうことが明らかになった。今後同様な案件を形成する際には、一定程度の学事運営面の強

化を当初から想定し、PDM 上で適切に取り扱うことが望まれる。 

 

（２）PDM の活用 

本プロジェクトではプロジェクト開始時に、PDM がプロジェクトメンバー間で十分な理解



 

のないまま、主に専門家や一部のメンバーの主導によって作成された。PDM はメンバーの PO

となり常に厳密に守られていたが、そもそもその論理性や指標の設定方法の不適切さなどが

見直されることはなかった。今後は、実施団体がプロジェクト開始前にロジカルフレームワー

クに基づいた JICA の評価方法について十分な説明を受け、熟知することが必要である。 

 

（３）第三国専門家の活用や日本の大学への技術面での一括業務委託の有効性 

第三国専門家の活用によって費用削減が可能である。また、タイとラオスの場合、言語の近似

性を考えれば、技術移転を受けるラオス側としても内容の理解は容易である。しかしながら、

第三国専門家の活用については次の点で課題がある。 
ア） 第三国専門家の質の保証 
イ） 第三国専門家の JICA プロジェクトに対する積極的かつ自主的な参加の確保 

この 2 つの課題を克服するうえで、本プロジェクトでは東海大学とキングモンクット工科大

学ラカバン校（KMITL）の長い協力実績が非常に有効であった。KMITL から派遣されるタイ人

専門家の多くは東海大学からの日本人専門家の同僚や教え子であり、その実力と信用度につい

ても東海大学の教授が把握できていた。さらには、KMITL 自体が JICA の技術協力の枠組みを

基礎に東海大学からの技術移転により発展してきた経緯があり、JICA プロジェクトに対する理

解も深かったため、組織的にプロジェクトを支援することができた。 

東海大学への短期専門家派遣を一括委託したことは、大学側のプロジェクトに対する主体的な

取り組みを確保するのに役立った。しかしながら、業務委託契約によるプロジェクトの実施につ

いては、コスト増となるため、委託に際しては費用対効果を検討する必要がある。 

 

（４）地域文化に熟知した専門家選定の有効性 

本プロジェクトの日本人長期専門家はラオスでの業務経験が長くラオス文化を熟知してい

る。技術的な分野に精通しているだけでなく、大学内の関係者と交流が深く各種事務手続きな

どの大学内事情にも精通しており、プロジェクトを成功を導いた大きな要因となった。 

 

（５）高等教育プロジェクトの自立発展性 

高等教育プロジェクトにおける自立発展性の確保は、以下の理由により他のセクターのプロ

ジェクトに比べて難易度が高いと考えられる。 

ア） 自立発展性に必要な講師に求められる研究能力の到達点が高い。 

イ） 講師の研究能力向上は、3 年、5 年といった短期間で達成されるものではない。 

ウ） 研究活動に必要な研究環境（講師の研究時間、研究資金・設備）の整備は、途上国の大学

にとって大きな負担である。 

エ） （１）で述べたように学部などの運営能力向上も自立発展性の確保に必要であるが、講師

の研究能力向上と同時にこれを行うことは容易ではない。 

 

 




